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図表 市施設分野別延床面積割合 

※文化財及び上下水道事業施設（庁舎、プラント施設等）を除く。 

※病院事業及び交通事業施設（庁舎等）を含む。 

1章 公共施設等総合管理計画と今後の取組 

１．公共施設等総合管理計画の概要 

(1) 計画策定の背景と公共施設を取り巻く状況 

本市では、高度経済成長期及び人口増加が著し

かった昭和 50 年代を中心に、増加する人口や多

様化する市民ニーズに対応するため、様々な公共

建築物やインフラ施設の整備を集中的に行って

きました。 

しかしながら、今後は人口減少や少子高齢化な

どの影響により、社会構造や市民ニーズが大きく

変化することが見込まれ、行政サービスのあり方

についても見直すことが必要な状況になりつつ

あります。 

また、本市は現在のところ、約 1,500施設（240

万㎡）の建築物を保有しており、現状の規模でこ

れまでどおり更新する場合は、今後 40 年間で 1

兆 240億円（256億円/年）の費用が必要と試算し

ています。過去 5年間に更新にかけてきた費用の

水準は約 99 億円程度であり、この水準と比較す

ると約 2.6倍の費用が必要ということです。 

※「熊本市公共施設等総合管理計画」P.12 将来の更新費用の推計１参照 
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人口（千人）延床面積（千㎡）

図表 年度別整備延床面積（公共施設）

学校教育系施設 市民文化系施設 ｽﾎ゚ ﾂー・ﾚｸﾘｴー ｼｮﾝ系施設 子育て支援施設 医療施設

公園 その他 公営住宅 社会教育系施設 産業系施設

保健・福祉施設 行政系施設 供給処理施設 病院施設 人口

243.5万㎡
旧耐震基準（1981年以前）

900,755㎡ 37.0%
新耐震基準（1982年以降）

1,534,106㎡ 63.0%

市民１人当たり

3.29㎡／人

総延床面積

243.5万㎡
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億円

将来の更新費用の推計２（公共建築物）

用地取得分 新規整備分
既存更新分 築71年以上の公共建築物の建て替え
建替え 築36年以上60年未満の公共建築物の大規模改修
大規模改修 既存更新分（5箇年度平均）
既存更新分+新規整備分（5箇年度平均） 既存更新分+新規整備分+用地取得分（5箇年度平均）
年更新費用の試算

直近5年平均

公共建築物投資的経費

既存更新分

99.4億円

年更新費用の試算

159.1億円

既存更新分

1.6倍

40年間の

更新費用総額

6364.4億円

現在までのストック

243.5万㎡

仮に、公共建築物の延床面積を全体として 20％削減し、かつ更新周期をこれまでの 60年から 70年に

延長できた場合には、次の推計結果のとおり、財政の持続可能性が大きく向上します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに平成 28年 4月に発生した熊本地震の影響による復旧・復興にも多額の費用が必要となること

から、今後、施設の維持更新費用を適正な水準に抑えていくことは、重要な課題です。 

このため、本市では、国の指針に基づき、市の資産状況を適切に把握し、既存施設の長寿命化を図

るとともに、更新の際の規模適正化や施設の統廃合による総コストの抑制に向けた取り組みの指針と

して、平成 29年 3月に「熊本市公共施設等総合管理計画」（以下「総合管理計画」といいます。）を策

定しました。 

 

(2) 計画期間と対象の公共施設等 

高度経済成長期及び人口が著しく増加した時期に建設された建築物やインフラ資産の建て替え・更

新時期を見据え、平成 28 年度から 40 年間を総合管理計画の対象期間としました。 

また、本市が保有する全ての公共施設及び土地を対象とします。分類は以下のとおりです。 

① 市民が利用する施設 

② 庁舎等の行政施設 

③ 道路・橋梁等のインフラ資産 

④ 企業会計の施設 

⑤ 公共用地 

 

 

本計画の対象範囲 

【前提条件を次のとおり変更した場合】 

・現有施設の延床面積を全体として 20％縮減する

と仮定する。 

・建て替えの更新周期を 70 年、大規模修繕の周

期を 35 年と仮定する。 

・維持更新費は、更新費用及び大規模修繕費用と

する。 

①＝更新費用の平均水準(159.1 億円) 

－これまでの更新費用水準(99.4 億円) 

＝59.7億円の乖離 

②＝更新費用の平均水準(159.1 億円) 

－【これまでの更新費用水準(99.4 億円) 

+新規整備水準(47.8 億円)】 

＝11.9億円の乖離 
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(3) 課題 

公共建築物について、今の水準・規模で公共建築物を維持し続けることは、費用的に困難です。

今後、人口が減少する中で、施設の利用状況や地域バランス等を考慮しながら、施設の集約や廃止

を進めていく必要があります。 

また、公共建築物の保有量を削減しながら、施設をできるだけ長く使えるように工夫していくこ

とが必要です。 

 

インフラ資産の中には、下水道の配管など建設後 60年以上経過するものもあり、今後急速に老朽

化が進みます。 

これらのインフラ資産の維持更新費用の増加について、財政的な制約の範囲内で、効率的かつ計

画的に対応していくことが課題となります。 

 

土地については、施設の廃止や集約によって生じる跡地や市が保有する未利用地については、売

却することを基本としつつ、土地の所在地や周辺の公共施設の老朽化の状況によっては、施設の集

約や建て替えの敷地としての活用が有効な場合も考えられることから、市有財産活用・調整会議な

どを通じて、有効活用策についても検討します。 

 

 

  

市有財産 

対象資産 
（公共施設等） 

公共施設 

土地 

公共建築物 

インフラ資産 

庁舎、市営住宅、学校教育施設、 

地域コミュニティセンター、図書館 など 

道路、橋りょう、上下水道、公園 など 

未利用土地 など 

その他 
（動産・金融資産等） 
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(4) 基本方針 

公共施設等を取り巻く現状及び課題を踏まえ、本市が財政の持続可能性を維持しながら、公共施

設等を安全かつ適切に維持していくため、総合管理計画では、以下の 3 項目を基本方針として設定

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等の設置目的及び人口減少や年齢構造の変化に起因する市民ニーズを踏まえた施設の

役割・必要性について検討を行い、費用対効果を見極めながら資産総量の適正化に取り組みます。 

公共建築物の更新等にあたっては、施設の複合化や類似施設の統廃合を図ることはもとより、

国や県、あるいは民間の類似施設の配置を考慮しながら適正配置を目指すとともに、跡地の売却

や有効活用を行うことにより、資産総量の適正化に取り組みます。 

 

 

 

今後も活用していく公共施設については、定期的な点検・診断により計画保全に努め、計画的

な維持修繕によって長寿命化を図り、長期的な視点で財政負担の軽減と平準化に取り組みます。 

 

 

 

建築物やインフラの新設にあたっては、整備後の補修を考慮した設計を行うことなどにより、

修繕費用の軽減を図るとともに、ランニングコストを抑制できるような工夫も行います。 

また、民間企業等のノウハウや資金を積極的に活用することも検討し、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法など、

民間活力の導入にも積極的に取り組みます。 

さらに、施設の運営については、市民協働の視点や受益と負担の観点からも検討を行い、これ

までのあり方を見直します。 

 

  

資産総量の適正化 方針１ 

施設の長寿命化の推進 方針２ 

施設運営に要する総コストの削減 方針３ 

資産総量の適正化 方針１ 

施設の長寿命化の推進 方針２ 

施設運営に要する総コストの削減 方針３ 


